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 本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準

規則」という。）第 5条及び第 50条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則の解釈」に基づき，原子炉本体の基礎（以下「原子炉圧力容器ペデスタル」と

いう。）が設計上定める条件において要求される強度を確保していることを説明するものであ

る。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に準じて，原子炉圧力容器ペデスタルが

設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

原子炉圧力容器ペデスタルは設計基準対象施設においてはＳクラス相当施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備相当に分類され

る。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による原子炉圧力容器ペデスタル

の評価は，昭和 59年 9月 17日付け 59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参

照図書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉圧力容器ペデスタルの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉圧力容器ペデスタ

ルは，原子炉圧力容器ペ

デスタル基礎ボルト（以

下「基礎ボルト」とい

う。）により，原子炉建

物の基礎スラブに固定さ

れる。 

また，原子炉圧力容器ペ

デスタル下部はコンクリ

ートに埋設されており，

原子炉圧力容器ペデスタ

ルの鉛直方向荷重及び水

平方向荷重は，基礎ボル

ト及び本コンクリートを

介して原子炉建物に伝達

させる。 

原子炉圧力容器ペデス

タルは，鋼板と鋼板間

に充填したコンクリー

トからなる円筒形の構

造物であり，外径

 mm，壁厚

mmの円筒部で構成され

る。 

なお，コンクリートは

強度部材として考慮し

ない。 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

原子炉圧力容器ペデスタル 

 mm 

 mm 

基礎ボルト 

原子炉圧力容器ペデスタル拡大図 

原子炉圧力容器ペデスタル 

基礎スラブ 
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2.2 評価方針 

原子炉圧力容器ペデスタルの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する

説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに

「2.3 適用規格・基準等」にて設定される許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定す

る箇所に作用する設計用地震力による応力度等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強

度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉圧力容器ペデスタルの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 原子炉圧力容器ペデスタルの耐震評価フロー 

解析モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における荷重及び応力度 

原子炉圧力容器ペデスタルの構造強度評価 

応力解析及び理論式による荷重及び応力度計算 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協

会）

・鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｉ 断面積（ｉ＝0，1） mm2/本 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｅ 縦弾性係数 N/mm2 

ｆｂ 許容曲げ応力度 N/mm2 

ｆｃ 許容圧縮応力度 N/mm2 

ｆｓ 許容せん断応力度 N/mm2 

ｆｔ 許容引張応力度 N/mm2 

Ｆ 許容応力度の基準値，基礎ボルトの引抜き力 N/mm2，N/7.5° 

Ｇ せん断弾性係数 N/mm2 

Ｈ 水平方向荷重 kN，kN･m 

ｍ０ 質量 kg 

Ｍ 機械的荷重 ― 

ＭＬ 地震と組み合わせる機械的荷重 ― 

ＭＳＡＬ 機械的荷重（ＳＡ後長期機械的荷重） ― 

ＭＳＡＬＬ 機械的荷重（ＳＡ後長々期機械的荷重） ― 

Ｐ 圧力 ― 

ＰＬ 地震と組み合わせる圧力 ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期圧力） ― 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期圧力） ― 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ N/mm2 

Ｓｙ 設計降伏点 N/mm2 

Ｖ 鉛直方向荷重，鉛直震度 kN，― 

ν ポアソン比 ― 

σｔ 基礎ボルトに生ずる最大引張応力度 N/mm2 

σｔａ ねじ部有効断面での基礎ボルトの引張応力度 N/mm2 

σｔｉ 内筒側の基礎ボルトの引張応力度 N/mm2 

σｔｏ 外筒側の基礎ボルトの引張応力度 N/mm2 
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3. 評価部位

図 3－1 原子炉圧力容器ペデスタルの形状及び主要寸法（単位：mm） 

Ａ断面 Ｂ，Ｃ断面

Ｄ断面

90°

0°

180°

270°

Ｄ
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原子炉圧力容器ペデスタルの形状及び主要寸法を図 3－1に，評価部材及び使用材料を表 3－

1に示す。 
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表 3－1 使用材料表 

評価部材 使用材料 備考 

構造用鋼材 

（円筒部，たてリブ， 

ベースプレート） 

基礎ボルト 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 原子炉圧力容器ペデスタルの地震荷重は，基礎ボルト及び原子炉圧力容器ペデスタル下

部を埋設するコンクリートを介して原子炉建物に伝達される。原子炉圧力容器ペデスタル

の耐震評価として，Ⅵ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉

本体の基礎の地震応答計算書」において計算された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工

認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

(4) 地震力は，原子炉圧力容器ペデスタルに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用さ

せる。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適

用する。 

 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容値 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力容器ペデスタルの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に

示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容値 

原子炉圧力容器ペデスタルの許容応力度及び許容荷重は「2.3 適用規格・基準等」に

基づき算出する。構造用鋼材及び基礎ボルトに対する許容応力度を表 4－3に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力度評価条件 

原子炉圧力容器ペデスタルの使用材料の許容応力度評価条件を表 4－4に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉本体 

原子炉 

圧力容器 

支持構造物 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

―＊2 
建物・ 

構築物 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*＊3 (10) 短期 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊3 (16) 機能維持の検討 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ＊3 (12) 機能維持の検討 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：Ｓクラス相当として評価する。 

＊3：Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2に従い，温度荷重を組み合わせる。 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉本体 

原子炉 

圧力容器 

支持構造物 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

―＊2 
建物・ 

構築物 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊3 (Ｖ（Ｌ）-1) 機能維持の検討 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ＊3 (Ｖ（ＬＬ）-1) 機能維持の検討 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備相当として評価する。 

＊3：Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3に従い，重大事故等時の温度荷重は組み合わせない。 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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表 4－3 許容応力度 

許容応力状態 

ボルト等以外 ボルト等 

引張／ 

組合せ 
せん断 圧縮 曲げ 引張 

短期 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 

機能維持の 

検討 
1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 

表4－4 使用材料の許容応力度評価条件 

（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
Ｆ 

(N/mm2) 

Ｓｙ 

(N/mm2) 

Ｓｕ 

(N/mm2) 

構造用鋼材 

（円筒部，たてリブ， 

ベースプレート） 

＊

基礎ボルト 

注記＊：

S2
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4.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重を表 4－5に示す。

(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重

重大事故等対処設備としての設計荷重を表 4－6に示す。
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表 4－5 設計荷重（設計基準対象施設）（その 1） 

荷重 
荷重 

記号＊1 

原子炉圧力容

器より作用す

る荷重 

原子炉遮蔽壁

より作用する

荷重 

原子炉圧力容器ペデ

スタルに直接作用す

る荷重 

死荷重 Ｄ Ｖ： kN Ｖ： kN Ｖ： kN 

運転時荷重（上向き荷重）＊2 Ｍ，ＭＬ Ｖ： kN － － 

運転時荷重（下向き荷重）＊2 Ｍ，ＭＬ Ｖ： kN － － 

弾性設計用地震動Ｓｄにより

定まる地震荷重又は静的地震

荷重 

Ｓｄ* 

Ｈ：図 4－1参照 

Ｖ：鉛直震度 （図 4－1軸力の震度換算値） 

又は静的震度 ＊3 

基準地震動Ｓｓにより定まる

地震荷重 
Ｓｓ 

Ｈ：図 4－1参照 

Ｖ：鉛直震度 （図 4－1軸力の震度換算値） 

注：Ｖは鉛直方向，Ｈは水平方向を示す。（Ｖは下向きを正とする。） 

注記＊1：表 4－1の荷重の組合せの記号を示す。 

＊2：スクラム時反力を示す。 

＊3：1.0・ＣＶより定めた震度 

表 4－5 設計荷重（設計基準対象施設）（その 2） 

部位 
通常運転時温度 異常時温度＊1 

Ｍ ＭＬ 

Ⓐ 

内筒 ℃ ℃ 

たてリブ＊2 ℃ ℃ 

外筒 ℃ ℃ 

Ⓑ 

内筒 ℃ ℃ 

たてリブ＊2 ℃ ℃ 

外筒 ℃ ℃ 

Ⓒ 

内筒 ℃ ℃ 

たてリブ＊2 ℃ ℃ 

外筒 ℃ ℃ 

Ⓓ 

内筒 ℃ ℃ 

たてリブ ― ― 

外筒 ℃ ℃ 

注記＊1：地震荷重と組み合わせる異常時温度を示す。 

＊2：たてリブの温度は平均値を示す。 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2

-1
 R
0 

Ⓐ 

Ⓑ 

Ⓒ 

Ⓓ
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表 4－6 設計荷重（重大事故等対処設備） 

荷重 
荷重 

記号＊1 

原子炉圧力容

器より作用す

る荷重 

原子炉遮蔽壁

より作用する

荷重 

原子炉圧力容器ペデ

スタルに直接作用す

る荷重 

死荷重 Ｄ Ｖ： kN Ｖ： kN Ｖ： kN 

運転時荷重（上向き荷重）＊2 
ＭＳＡＬ，

ＭＳＡＬＬ 
Ｖ： kN － － 

運転時荷重（下向き荷重）＊2 
ＭＳＡＬ，

ＭＳＡＬＬ 
Ｖ： kN － － 

ＳＡ時長期圧力 ＰＳＡＬ － － kPa 

ＳＡ時長々期圧力 ＰＳＡＬＬ － － kPa 

弾性設計用地震動Ｓｄにより

定まる地震荷重 
Ｓｄ 

Ｈ：図 4－1参照 

Ｖ：鉛直震度 （図 4－1軸力の震度換算値） 

基準地震動Ｓｓにより定まる

地震荷重 
Ｓｓ 

Ｈ：図 4－1参照 

Ｖ：鉛直震度 （図 4－1軸力の震度換算値） 

注：Ｖは鉛直方向，Ｈは水平方向を示す。（Ｖは下向きを正とする。） 

注記＊1：表 4－2の荷重の組合せの記号を示す。 

＊2：スクラム時反力を示す。 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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注：設計用地震力はⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」の地震力を上回る地震力を

設定する。 

図 4－1 地震荷重 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

Ｓｄ*，Ｓｄ 

Ｓｓ 



16 

4.3 設計用地震力 

原子炉圧力容器ペデスタルの設計用地震力を，「4.2.4 設計荷重」に示す。水平方向及び

鉛直方向の動的地震力の組合せには，組合せ係数法を適用する。なお，設計用地震力はⅥ-2-

1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉

内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」の地震力を上回る地震力を設定する。 

4.4 計算方法 

4.4.1 応力評価点 

原子炉圧力容器ペデスタルの応力評価点は，原子炉圧力容器ペデスタルを構成する部

材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力度が大きくなる部位を選定する。 

選定した応力評価点を表 4－7及び図 4－2に示す。 

表 4－7 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１＊1 円筒部（内筒，外筒） 

Ｐ２＊2 たてリブ 

Ｐ３ 基礎ボルト 

Ｐ４ ベースプレート 

注記＊1：内筒及び外筒の評価点は，最大組合せ応力度発生箇所を含むよう選定するととも

に，地震方向に対して応力度の大きくなる 0 度及び 90 度位置の代表的な高さから

選定する。なお，円筒部に開口部をモデル化することにより，開口部近傍の応力

評価が可能であるため，既工認（参照図書(1)）で応力評価点としていたＣＲＤ開

口まわりは個別の応力評価点として設定しない。 

＊2：たてリブの評価点については，最大応力度発生箇所を含むよう選定するとともに，

地震方向に対して応力度の大きくなる 0度位置の代表的な高さから選定する。 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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図 4－2 原子炉圧力容器ペデスタルの応力評価位置（その 1）（設計基準対象施設） 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

■：応力評価位置
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図 4－2 原子炉圧力容器ペデスタルの応力評価位置（その 2）（重大事故等対処設備） 

■：応力評価位置

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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図 4－2 原子炉圧力容器ペデスタルの応力評価位置（その 3） 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 

Ａ Ａ 

基礎ボルト 

ベースプレート P4 

（本／周） 

P3 基礎ボルト 

（本／周） 
m
m 

Ａ～Ａ断面 

°
 

ベースプレート 
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4.4.2 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル

解析モデルの概要を以下に示す。

a. 原子炉圧力容器ペデスタルの解析モデルは，3次元シェルモデルによる有限要素解

析手法を適用する。解析モデルを図 4－3に，解析モデルの諸元について表 4－8に

示す。

b. 拘束条件は，原子炉圧力容器ペデスタルの底部を固定条件（並進拘束及び回転拘

束）とする。

c. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重及び応力度を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル

重大事故等対処設備としての評価における，原子炉圧力容器ペデスタルの解析モデル

の概要については，「4.4.2(1) 設計基準対象施設としての解析モデル」と同じとす

る。 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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図 4－3 解析モデル 

表 4－8 解析モデル諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― 

質量 ｍ０ kg 

縦弾性係数 Ｅ N/mm2 

せん断弾性係数 Ｇ N/mm2 

ポアソン比 ν ― 

要素数 ― ― 5384 

節点数 ― ― 4750 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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4.4.3 荷重及び応力度計算方法 

原子炉圧力容器ペデスタルの荷重及び応力度計算方法について以下に示す。 

(1) 設計基準対象施設としての荷重及び応力度計算

a. 円筒部及びたてリブの検討

円筒部及びたてリブの応力度計算方法は，既工認（参照図書(1)）から変更はなく，

原子炉圧力容器ペデスタルに作用する死荷重，地震荷重等による応力度を，

「4.4.2(1) 設計基準対象施設としての解析モデル」に示す原子炉圧力容器ペデスタ

ルの解析モデルにより算出する。解析モデルにおいて，死荷重及び運転時荷重は，そ

の荷重が負荷される部位へ，集中荷重又は単位体積重量として負荷する。また，水平

方向地震荷重については，その地震力に応じて，原子炉圧力容器ペデスタル断面に円

周方向荷重又は鉛直方向荷重として負荷し，鉛直方向地震荷重については，死荷重に

鉛直震度を考慮する。温度荷重については，原子炉圧力容器ペデスタル全体に温度を

負荷し，ドライウェルコンクリート埋設部に温度による変位を負荷する。 

b. 基礎ボルトの検討

(a) 基礎ボルトの引張応力度

「4.4.3(1)a. 円筒部及びたてリブの検討」と同様に原子炉圧力容器ペデスタル

の解析モデルにより算出した基礎ボルト軸断面の最大引張応力度σｔより，ねじ部

有効断面での基礎ボルトの引張応力度σｔａを以下の式で求める。 

σｔａ＝σｔ・ ０

１

Ａ
Ａ

Ａ０ ：基礎ボルトの断面積（mm2/本） 

Ａ１ ：基礎ボルトのねじ部分有効断面積（mm2/本） 

(b) 基礎ボルトの引抜き力

「4.4.3(1)a. 円筒部及びたてリブの検討」と同様に原子炉圧力容器ペデスタル

の解析モデルにより算出した基礎ボルトの引張応力度より，基礎ボルトの引抜き力

Ｆを求める。計算は，内筒側の基礎ボルトの引張応力度σｔｉと外筒側の基礎ボルト

の引張応力度σｔｏより，7.5°の範囲における基礎ボルトの引抜き力Ｆを以下の式で

求める。 

Ｆ＝(4・σｔｏ＋2・σｔｉ)・Ａ０ 

c. ベースプレートの検討

ベースプレートの応力度計算方法は，既工認（参照図書(1)）から変更はなく，

「4.4.3(1)a. 円筒部及びたてリブの検討」と同様に原子炉圧力容器ペデスタルの解

析モデルにより算出したベースプレートに生じる最大圧縮応力度から，ベースプレー

トの曲げ応力度を求める。

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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(2) 重大事故等対処設備としての荷重及び応力度計算

原子炉圧力容器ペデスタルに作用する死荷重，地震荷重等による荷重及び応力度は，

「4.4.2(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル」に示す原子炉圧力容器ペデスタ

ルの解析モデルにより算出する。解析モデルにおいて，死荷重，運転時荷重及び地震荷

重については，「4.4.3(1) 設計基準対象施設としての荷重及び応力度計算」と同様で

ある。圧力荷重については，差圧が生じる原子炉圧力容器ペデスタル上面に分布荷重と

して負荷する。荷重及び応力度計算方法は「4.4.3(1) 設計基準対象施設としての荷重

及び応力度計算」と同様である。 

4.5 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容値」及び「4.3 設計用地震力」

に示す。 

4.6 荷重及び応力度の評価 

「4.4 計算方法」で求めた荷重及び応力度が許容値以下であること。 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉圧力容器ペデスタルの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 5－1～表 5－3に示す。

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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表 5－1(1) 許容応力状態短期に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓐ部

内筒 

A 組合せ応力度 101 ○ 

B 組合せ応力度 99 ○ 

C 組合せ応力度 94 ○ 

D 組合せ応力度 138 ○ 

E 組合せ応力度 139 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 145 ○ 

B 組合せ応力度 135 ○ 

C 組合せ応力度 139 ○ 

D 組合せ応力度 169 ○ 

E 組合せ応力度 189 ○ 

P1：円筒部 

ⓑ部

内筒 

A 組合せ応力度 102 ○ 

B 組合せ応力度 99 ○ 

C 組合せ応力度 91 ○ 

D 組合せ応力度 139 ○ 

E 組合せ応力度 139 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 140 ○ 

B 組合せ応力度 142 ○ 

C 組合せ応力度 142 ○ 

D 組合せ応力度 174 ○ 

E 組合せ応力度 191 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 

ⓐ 

ⓑ 

ⓒ
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表 5－1(1) 許容応力状態短期に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓒ部

内筒 B 組合せ応力度 190 ○ 

外筒 A 組合せ応力度 231 ○ 

表 5－1(2) 許容応力状態短期に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

短期 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P2 

たてリブ 

ⓑ部

A 組合せ応力度 134 ○ 

B 組合せ応力度 138 ○ 

C 組合せ応力度 126 ○ 

D 組合せ応力度 151 ○ 

たてリブ 

ⓒ部
A 組合せ応力度 226 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 

ⓐ 

ⓑ 

ⓒ
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表 5－1(3) 許容応力状態短期に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

短期 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P3 基礎ボルト 
引張応力度 216 ○ 

引抜き力＊ 3.661×106 ○ 

P4 ベースプレート 曲げ応力度 96 ○ 

注記＊：単位は N/7.5° 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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表 5－2(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓐ部

内筒 

A 組合せ応力度 100 ○ 

B 組合せ応力度 98 ○ 

C 組合せ応力度 104 ○ 

D 組合せ応力度 139 ○ 

E 組合せ応力度 141 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 145 ○ 

B 組合せ応力度 135 ○ 

C 組合せ応力度 136 ○ 

D 組合せ応力度 167 ○ 

E 組合せ応力度 188 ○ 

P1：円筒部 

ⓑ部

内筒 

A 組合せ応力度 101 ○ 

B 組合せ応力度 99 ○ 

C 組合せ応力度 100 ○ 

D 組合せ応力度 140 ○ 

E 組合せ応力度 140 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 139 ○ 

B 組合せ応力度 141 ○ 

C 組合せ応力度 139 ○ 

D 組合せ応力度 173 ○ 

E 組合せ応力度 190 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 

ⓐ 

ⓑ 

ⓒ
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表 5－2(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓒ部

内筒 B 組合せ応力度 189 ○ 

外筒 A 組合せ応力度 230 ○ 

表 5－2(2) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P2 

たてリブ 

ⓑ部

A 組合せ応力度 135 ○ 

B 組合せ応力度 138 ○ 

C 組合せ応力度 124 ○ 

D 組合せ応力度 151 ○ 

たてリブ 

ⓒ部
A 組合せ応力度 226 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 

ⓐ 

ⓑ 

ⓒ
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表 5－2(3) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P3 基礎ボルト 
引張応力度 219 ○ 

引抜き力＊ 3.662×106 ○ 

P4 ベースプレート 曲げ応力度 95 ○ 

注記＊：単位は N/7.5° 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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表 5－3(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓐ部

内筒 

A 組合せ応力度 136 ○ 

B 組合せ応力度 141 ○ 

C 組合せ応力度 128 ○ 

D 組合せ応力度 190 ○ 

E 組合せ応力度 190 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 206 ○ 

B 組合せ応力度 198 ○ 

C 組合せ応力度 198 ○ 

D 組合せ応力度 239 ○ 

E 組合せ応力度 264 ○ 

P1：円筒部 

ⓑ部

内筒 

A 組合せ応力度 138 ○ 

B 組合せ応力度 141 ○ 

C 組合せ応力度 124 ○ 

D 組合せ応力度 191 ○ 

E 組合せ応力度 189 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 199 ○ 

B 組合せ応力度 208 ○ 

C 組合せ応力度 205 ○ 

D 組合せ応力度 247 ○ 

E 組合せ応力度 268 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 

ⓐ 

ⓑ 

ⓒ
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表 5－3(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓒ部

内筒 B 組合せ応力度 290 ○ 

外筒 A 組合せ応力度 335 ○ 

表 5－3(2) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P2 

たてリブ 

ⓑ部

A 組合せ応力度 190 ○ 

B 組合せ応力度 194 ○ 

C 組合せ応力度 181 ○ 

D 組合せ応力度 212 ○ 

たてリブ 

ⓒ部
A 組合せ応力度 324 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 

ⓐ 

ⓑ 

ⓒ
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表 5－3(3) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P3 基礎ボルト 
引張応力度 338 ○ 

引抜き力＊ 5.814×106 ○ 

P4 ベースプレート 曲げ応力度 136 ○ 

注記＊：単位は N/7.5° 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉圧力容器ペデスタルの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 5－4及び表 5－5に示す。

S2
 補

 Ⅵ
-1
-2
-1
 R
0 
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表 5－4(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓐ部

内筒 

A 組合せ応力度 117 ○ 

B 組合せ応力度 123 ○ 

C 組合せ応力度 117 ○ 

D 組合せ応力度 164 ○ 

E 組合せ応力度 158 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 161 ○ 

B 組合せ応力度 164 ○ 

C 組合せ応力度 165 ○ 

D 組合せ応力度 195 ○ 

E 組合せ応力度 211 ○ 

P1：円筒部 

ⓑ部

内筒 

A 組合せ応力度 121 ○ 

B 組合せ応力度 125 ○ 

C 組合せ応力度 115 ○ 

D 組合せ応力度 164 ○ 

E 組合せ応力度 158 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 160 ○ 

B 組合せ応力度 167 ○ 

C 組合せ応力度 169 ○ 

D 組合せ応力度 201 ○ 

E 組合せ応力度 214 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 
ⓐ 

ⓑ 

ⓒ 

F 



36
 

表 5－4(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓒ部

内筒 F 組合せ応力度 210 ○ 

外筒 A 組合せ応力度 253 ○ 

表 5－4(2) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P2 

たてリブ 

ⓑ部

A 組合せ応力度 148 ○ 

B 組合せ応力度 152 ○ 

C 組合せ応力度 152 ○ 

D 組合せ応力度 174 ○ 

たてリブ 

ⓒ部
A 組合せ応力度 250 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 
ⓐ 

ⓑ 

ⓒ 

F 
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表 5－4(3) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P3 基礎ボルト 
引張応力度 178 ○ 

引抜き力＊ 2.976×106 ○ 

P4 ベースプレート 曲げ応力度 102 ○ 

注記＊：単位は N/7.5° 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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表 5－5(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓐ部

内筒 

A 組合せ応力度 149 ○ 

B 組合せ応力度 159 ○ 

C 組合せ応力度 148 ○ 

D 組合せ応力度 208 ○ 

E 組合せ応力度 202 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 216 ○ 

B 組合せ応力度 221 ○ 

C 組合せ応力度 219 ○ 

D 組合せ応力度 259 ○ 

E 組合せ応力度 279 ○ 

P1：円筒部 

ⓑ部

内筒 

A 組合せ応力度 154 ○ 

B 組合せ応力度 161 ○ 

C 組合せ応力度 144 ○ 

D 組合せ応力度 209 ○ 

E 組合せ応力度 202 ○ 

外筒 

A 組合せ応力度 217 ○ 

B 組合せ応力度 229 ○ 

C 組合せ応力度 227 ○ 

D 組合せ応力度 268 ○ 

E 組合せ応力度 283 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 
ⓐ 

ⓑ 

ⓒ 

F 
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表 5－5(1) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P1：円筒部 

ⓒ部

内筒 F 組合せ応力度 284 ○ 

外筒 A 組合せ応力度 349 ○ 

表 5－5(2) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P2 

たてリブ 

ⓑ部

A 組合せ応力度 198 ○ 

B 組合せ応力度 204 ○ 

C 組合せ応力度 202 ○ 

D 組合せ応力度 229 ○ 

たてリブ 

ⓒ部
A 組合せ応力度 338 ○ 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 

A 

B 

C 

D 

E 

0° 

90° 
ⓐ 

ⓑ 

ⓒ 

F 
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表 5－5(3) 許容応力状態機能維持の検討に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

機能維持の検討 

判定 備考 算出応力度 許容応力度 

N/mm2 N/mm2 

原子炉 

圧力容器 

ペデスタル 

P3 基礎ボルト 
引張応力度 314 ○ 

引抜き力＊ 5.411×106 ○ 

P4 ベースプレート 曲げ応力度 140 ○ 

注記＊：単位は N/7.5° 

S2 補 Ⅵ-1-2-1 R0 
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6. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書

Ⅳ-1-2「原子炉本体の基礎に関する説明書」

S2
 補
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-
1-
2-
1 
R0
E 




